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中間レビュー調査結果要約表 

 
１．案件の概要 

国名：パラグアイ国 
案件名：パラグアイ国配水網管理技術強化プロジ
ェクト 

分野：上水道 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：102.46 百万円 

協力期間 
2011 年 3 月〜2014 年 2 月（36
ヶ月） 

先方関係機関： 

・ 主管官庁：公共事業・通信省（MOPC） 

・ 実施機関：パラグアイ衛生サービス会社
（ESSAP） 

日本側協力機関： 

・ 厚生労働省 

・ 倉敷市 

・ 浜松市 

・ 株式会社協和コンサルタンツ 

・ 中央開発株式会社 

他の関連協力： 

・ 有償資金協力「アスンシオン上水道整備事業」（1995〜2002 年） 

・ 無償資金協力「貧困農村地域地下飲料水開発計画」（2009〜2012 年） 

・ 無償資金協力「コンセプシオン市及びピラール市給水システム改善計画」（2011〜2014 年）

・ 個別専門家派遣「エステ都市圏上下水道システム整備専門家派遣」（2010 年） 

・ 個別専門家派遣「無収水対策専門家派遣」（2010 年） 

１−１ 協力の背景と概要 

 パラグアイ国（以下、パラグアイ）は、貧困･格差削減計画（ENRED、2004 年）において、
2015 年までに全国の上水道普及率を 80.5％に引き上げるという目標を打ち出しているが、上水
道普及率は全人口の 51.8％（衛生事業管理規制院 ERSSAN、2008 年）に留まっている。パラグ
アイの人口 1 万人以上の都市部では、パラグアイ衛生サービス会社（ESSAP）が上下水道の整
備・運営・維持管理を担っているが、その施設の大部分は ESSAP の前身である旧上下水道公社
（CORPOSANA）時代に整備されており、その後計画的な管の更新が行われてこなかったこと
もあり老朽化が著しい。 

 アスンシオン首都圏においては、1993 年の上水道普及率は 63％と非常に低い水準にあったが、
1995 年～1999 年に実施された円借款「アスンシオン上水道整備事業（借款承諾額/実行額：約
61 億円/約 55 億円）」により、浄水施設、送水施設（送水ポンプ、送水管）、市内の一部におけ
る配水施設（高架水槽、配水池、配水管網 94km）の新設が行われた結果、首都圏の上水道普及
率は 2005 年時点で 80％に改善した。 

 一方で、無収水率は計画されていたほどに改善されておらず、2008 年時点で 48％に達してい
ることが判明した。その一因として、円借款事業の後にパラグアイ側が独自予算で進める予定
となっていた 2～3 次配水管の更新が進んでいないことが考えられる。実際首都圏においては、
1 日平均 96 箇所で水道管が破裂しており、莫大な修理費用が発生しているほか、多量の水道水
漏出による事業収益の減少、舗装道路の破損等を引き起こしている。また、配水管網のブロッ
ク化が進んでいないため、供給水量・使用水量が把握できていないほか、首都圏の人口の急増
に伴う不法接続等の増加にも対応できていないなど、無収水の管理に係る体制整備、技術力の
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向上が急務となっている。 

 このような状況を踏まえ、ESSAP は老朽管（主にアスベスト管）の更新も含めた配水ブロッ
クの最適化及び無収水管理体制の整備を目的とし、上記円借款事業の開発効果の更なる発現に
資するため技術協力プロジェクトを要請した。 

 これを受けて JICA は 2010 年 11 月に詳細計画策定調査を行い、同年 12 月 23 日に R/D でパ国
側と合意のうえ、翌年 3 月から 2014 年 2 月までの 3 年間の予定でプロジェクトを実施している。

 協力開始からおよそ 1 年半が経過することから、次の 5 点を目的とする中間レビュー調査を
実施した。 

 

１−２ 協力内容 

(1) 上位目標 

ESSAP の給水サービスが向上する。 

 

(2) プロジェクト目標 

ESSAP の配水網管理能力が強化される。 

 

(3) 成果 

成果 1：ESSAP 本部が配水網管理の必要性及び手法について理解する。 

成果 2：モデル地区における実地訓練を通じて、ESSAP の無収水管理能力が強化される。

成果 3：モデル地区における実地訓練を通じて、ESSAP の水圧管理能力が強化される。 

成果 4：ESSAP 本部から地方支局に対して、配水網管理技術が普及される。 

 

(4) 投入（評価時点） 

日本側： 

短期専門家派遣：6 名（27.34MM） 

JICA 直営アドバイザー：2 名（14.61MM） 

供与機材：3,280 万円、携行機材：418 万円 

ローカルコスト負担：776 万円（2012 年 9 月現在） 

相手国側： 

カウンターパート（C/P）配置：6 名 

専門家執務室提供 

ワークショップ、セミナー開催室提供 

供与機材、携行機材保管所提供 

プロジェクト活動費：Gs. 366,487,000（約 6.7 百万円：2012 年 9 月現在試算） 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 

担当分野 氏名 所属 

総括 中根 卓 JICA パラグアイ事務所 次長 

無収水対策 讃良 貞信 元 JICA 国際協力専門員 

配水網維持管理 工藤 恭久 元高知市水道局 次長 

計画管理 緒方 隆二 JICA 地球環境部 水資源第一課
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評価分析 羽地 朝新 (株)日本開発サービス 

通訳 高濱 さえ子 (財)日本国際協力センター 

調査期間 2012 年 9 月 29 日〜2012 年 10 月 20 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３−１ 実績の確認 

(1) プロジェクト目標の達成見込み 

 以下より、プロジェクト目標における指標 1 及び 2 に関しては、プロジェクト完了時ま
でに十分達成の見込みがある。一方、指標 3 に関しては、ESSAP が世界銀行の支援（PMSAS）
を得て、本プロジェクト実施中に配水網改善計画の作成に着手する見込みである。 

 （指標 1「技術移転された配水網管理技術が、日々の水道施設のオペレーションへ活用さ
れる」）理論研修や実地訓練（OJT）を通じて指導し、移転された技術のうち、漏水探知機
及び音聴棒を用いた漏水調査、水圧計及びデータロガーを用いた水圧測定、配管施工技術、
及び送水管の水理解析技術はすでに ESSAP の日常的な業務に活かされている。 

 （指標 2「ESSAP 本部及び地方支局の技術者及び技師が○○名以上、配水網管理に係る
研修を修了する」）2011 年 4 月～2011 年 12 月までに実施した理論研修や現場研修は全 28
名、その後、2012 年 8 月までの時点では参加者は 37 名まで達している。中間レビュー時
の JCC で承認された PDM Ver.1 では 50 名以上と数値の設定がなされた。複数回参加してい
る職員がいる一方で、専門分野によっては1～2回の参加にとどまっているケースもあるが、
ESSAP 内でこうした理論研修や実践技術を間近に教えてくれるような経験はこれまでなか
ったため、非常に大きな関心を呼んでいる。一方、これからは、ESSAP 本部のスタッフが
地方支局に対する技術移転に取り組み、ESSAP 地方支局のテクニシャンやその他スタッフ
が新たにプロジェクト活動へ参画することが期待されている。 

 （指標 3「ESSAP が配水網改善計画作成に着手する」）現在のアスンシオン市内の配水網
の状況を抜本的に改善するためには、ブロック化などの配水網最適化を含む配水網整備が
不可欠である。本プロジェクトと並行して、アスンシオン首都圏全域を対象に、水理モデ
ル構築とその結果を踏まえブロック化の概念的調査が世銀の支援（PMSAS）で実施される
予定である。現在、その準備段階として、同計画策定に携わるコンサルタントを選定する
ための業務指示書作成作業が ESSAP 無収水部を中心に実施されており、本プロジェクトの
日本人専門家がその作業に対して技術支援を行っている。コンサルタント選定が完了する
と、ESSAP が配水網改善計画作成に着手することになるが、その段階においても、策定さ
れるブロック化計画の技術的妥当性を確保するため、本プロジェクトの日本人専門家が引
き続き ESSAP を支援していくことが、2011 年 12 月 1 日付けで締結された世銀、ESSAP 及
び JICA の 3 者間の覚書の中で合意されている。 

 

(2) 上位目標の達成見込み 

 現時点では、外部要因を含めて不確定要素が多数あり、予測は時期尚早である。ESSAP
の給水サービスが向上するためには、「ESSAP のサービスエリアにおける配水量及び水圧が
適切に管理され」、「水道契約者数が増加し」、 「顧客満足度が改善する」という条件を達
成する必要があり、モデル地区で予定されている成果がプロジェクト後に他地区へ普及さ
れることによって達成へ導くこととなる。 

 

(3) 成果の達成度 

 技術移転に関しては計画どおり進んでいるものの、習得された技術の応用面では、漏水
探知作業に関して、実務を行うスタッフが ESSAP に任命されていないため、部署内のスタ
ッフの兼務作業によって進められている。本プロジェクトの円滑な活動及び持続発展性の
ために、無収水管理及び水圧管理チームの任命を含むESSAP組織の再編を必要としている。

 ESSAP 負担の一部資材の調達遅れ及びこれら資材の遅れによって進められていない工事
は、本プロジェクトのモデル地区での OJT 活動を遅らせているが、2012 年 10 月末には同
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資材が納入され次第に当該工事が行われる予定であるため、プロジェクト活動が容易に行
える状況であることが確認された。 

（成果 1）成果 2 に係る活動によって作成された「無収水管理マニュアル Ver.1」の改訂版
及び引き続き実施されるモデル地区での技術移転を考察した配水網整備のための計画が検
討されている。これを勘案し、本成果の達成度は 50%以上進んでいるといえる。 

（成果 2）ESSAP 本部のスタッフは無収水削減計画、漏水探査技術、及び無収水削減の評
価における技術を取得しており、その技術普及ができるようになった。現在、一つのモデ
ル地区では無収水の構成要素の特定とその定量化に着手したところである。今後その他の
モデル地区でも同様な活動が進められる予定である。「無収水管理マニュアル Ver.1」が完
成しており、引き続き実施される OJT を踏まえてこれの改訂版が作成され、同改訂版にそ
って無収水管理計画が立案される予定である。モデル地区では、習得された技術における
OJT が進み、習得された技術は既に日常作業に応用されているが、無収水部のフィジカル
ロス課の傘下に漏水探知チームが形成されていないため、主に同課のスタッフが兼務で漏
水探知作業を実施している。今後、モデル地区において無収水率の減少のための活動が行
われる予定である。 

（成果 3）水圧管理技術の項目はこれまでの理論研修の資料、OJT の成果に含まれており、
これらをまとめて水圧管理技術マニュアルに沿ってモデル地区の水圧管理計画の立案が可
能となる予定である。配水網のゾーニング方法、水圧の基礎、水道用バルブの基礎、配水
ネットワークの水理解析、流量計・水圧計の設置と管理に係る技術移転が進んでおり、日
常的な水圧管理業務に必要な技術は習得されている。全てのモデル地区の給水栓水圧を 24
時間連続測定し、配水管網でどのような水圧変動が発生しているのか定量的に学ぶトレー
ニングが実施されており、引き続き水圧管理対象 2 地区の水圧が適正範囲内で制御される
予定である。 

（成果 4）2013 年から開始を予定している技術移転は、無収水部傘下の施工班より、コロ
ネル・オビエド、ピラール、コンセプション及びエンカルナシオンの各支局の施工班へ行
うことが計画されている。次回 JCC にてプロジェクト PDM の変更が予定されており、本
指標の定量化を行う予定であり、研修を 4 回実施することが検討されている。 

 

３−２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

以下のとおり、本プロジェクトは、パラグアイ政府の開発計画、開発ニーズ及び日本政府
の援助政策と整合しており妥当性は高い。 

1) 政策面 

パラグアイ政府は、ミレニアム開発目標「2015 年までに、安全な飲料水と衛生施設を
継続的に利用できない人々の割合を半減させる」に積極的に取り組んでおり、安全な
飲料水の項目では既に目標を達成している。上水道普及率は 2000 年の 53%から 2010
年には 75.2%を達し、上質な水源へのアクセスに関しては、2000 年では国民の 63%で
あったものが 2010 年には 81%に達した。 

 MOPC は 2008-2013 年戦略計画を策定し、道路整備、上下水道、エネルギー及びその
他セクターにおける長期計画を導入している。上下水道の分野では 500 百万ドルの投
資によって 2013 年目標として上水道の普及率 80%、下水道の普及率 40%を目指してい
る。これに整合して MOPC 傘下の水・衛生局（DAPSAN）は米州開発銀行の支援によ
り上下水道戦略計画を策定し、上下水道整備における 2015 年までの投資金額として
733.1 百万ドルを積算している。そのうち上水道に関し都市部の 87.4 百万ドル、農村部
の 25.1 百万ドルが計上されている。 

 2000 年 11 月に ERSSAN が上下水道事業の監督機関として設立され、上水道事業に
関し、①適正水圧の管理、②給水サービスの連続性、③断水における即時対応の体制
整備、及び④無収水量の最少化が義務づけられ、その細則は法 2000 年 1614 号によっ
て定められた。 

 一方、大蔵省は、公営企業の運営効率及び説明責任の向上を図るために公営企業監
視ユニット（UMEP）を 2008 年 11 月に創設し、ESSAP を含む公営企業に対し、運営に
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係る評価指標による監視制度を設けた。UMEP は以下 13 の評価指標によって ESSAP
の実績を四半期ごとに評価している。①民間セクターの料金徴収滞納、②公的機関の
料金徴収滞納、③料金徴収効率、④流動性（換金性）、⑤EBITDA（金利・税金・償却
前利益）、⑥アスンシオン首都圏の無収水量、⑦人材効率、⑧水道メータによる正確な
水量測定、⑨都市部の上水道普及率、⑩都市部の下水道普及率、⑪対人口比密度苦情
件数、⑫浄水後の水質達成度、及び⑬ビニャス・クエー浄水場配水システムの水質達
成度。 

 本プロジェクトは、上記パラグアイ政府の上水道整備の必要性と ESSAP に求められ
ている水圧の適正管理及び無収水管理の向上に資するものである。 

 

2) 開発ニーズとの合致 

 ESSAP は、10,000 人以上の都市に対する上下水道事業を行う政府 100%株主の株式会
社であり、上水道事業の規模としてパラグアイの約 38%及びアスンシオン首都圏では
約 57%を占めている。 

 アスンシオン首都圏では、水道事業において水道インフラの老朽化によって大量の
無収水が発生しており、水道運営に支障をきたしている。首都圏に急激に人口が集中
したため、既設の浄水場や送配水管網に対して、整合性のない増設や延長を繰り返し
全体的にバランスの取れていない送配水管系統と複数の浄水場とポンプ場の連携に苦
慮している。 

 ESSAP は、高い無収水率に係り経営上の問題として認識し、無収水部を新たに設置
し、計画部門、配管工事部門との統合も視野に入れた組織改編を進めているところで
あるが ESSAP では体系的な無収水対策を実施した経験がなかった。また、水道料金の
徴収方法として、水道メータがない、あるいは誤作動している例が多く、過去の使用
量を参考に、または、地域の平均値を参考に請求している。 

 本プロジェクトは上記の開発ニーズに係り当該技術の移転を行い、ESSAP のキャパ
シティ・ディベロップメントに資するものである。 

 

3) 日本の援助政策との整合性 

 日本の対パラグアイ国別援助方針では、電力・運輸・水道分野をはじめとする経済・
社会インフラの整備状況が不十分であるため、これらの脆弱性を克服することが当国
における格差無き持続的経済・社会開発を進める上で不可欠であるとしている。 

 また、アスンシオン首都圏及び地方都市の「水供給」の現状改善を優先的に図り、
当該分野の監督官庁である MOPC-DAPSAN の組織強化、行政能力の向上を図りつつ、
ESSAP などの都市部で水・衛生関連サービスを提供する機関の管理職・技術者の人材
育成・能力開発の視点も盛り込み、成果の持続性、自立発展性を重視した協力を進め
ていくとしている。 

 JICA 国別分析ペーパー（2011 年 9 月）では、パラグアイにおける開発課題別の分析
を実施しており、水資源に関し「上下水道整備に関する中長期的な政策・投資計画の
不在や関連法の整備の遅れに加え、水道事業に関係する各機関の機能が明確でないた
め、上下水道施設の整備が遅れ、都市部・農村部安全な水へのアクセス率、農村部の
適切な衛生施設普及率は域内各国の平均を大きく下回っている」と把握している。 

 更に、アスンシオン首都圏に限っては、一定の給水普及率に達成しているが、一方
で高い無収水率という課題を抱えており、正確なデータの把握も含め、無収水対策が
急務となっている。また、水道行政が計画的ではなかったため、現在、パラグアイに
は様々な形態の給水機関が乱立している。そのため、上下水道施設整備を行うために
は、これら既存の給水業者との調整コストが高くつく状況になっており、計画的な上
下水道整備を進める上での阻害要因となっていると分析している。 

 上記より、本プロジェクトは、パラグアイ政府の開発計画、開発ニーズ及び日本政
府の援助政策と整合しており妥当性は高い。 
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(2) 有効性 

 本プルジェクトでは一部の発現効果が認められているが、ESSAP 側のプロジェクトチー
ム任命が実施されることによって有効性がさらに高くなると思われる。 

 上記「成果の達成度」で述べたとおり、一部の成果については既に効果を発現しており、
その他成果についても、2012 年以降の計画どおりに活動が進めばプロジェクト目標は達成
可能である。 

 

(3) 効率性 

 本プロジェクトでは、モデル地区での一部活動が遅れているものの、他のプロジェクト
活動は問題なくが進んでいる状況である。モデル地区での活動が 2012 年 11 月頃から開始
可能となれば、効率性向上へ寄与することになる。 

1) アウトプット 

 成果 2 の活動 2.2「無収水管理に係る OJT を実施する」に関し、モデル地区における
現況調査の実施と課題の分析は実施されたが、無収水管理チームの結成が完了してい
ない。また、モデル地区の水理的独立化（小ブロック化）はできているが、流量モニ
タリング、漏水量の推定と削減対策、無収水の構成要素の特定に必要な現場活動に支
障がでている状態である。 

 この問題は、前総裁就任中に ESSAP の組織改編が実施され、無収水部に所属してい
た現場施工班が解散されたことによる。現総裁は同チームの 2 班を含んだ ESSAP の組
織再編に賛成しているが、人事任命に至っていない状態である。 

 その他成果に関しては計画どおり活動が実施されており、プロジェクト目標の達成
に貢献している。 

 

2) インプット 

 成果 3 の活動 3.2「水圧管理に係る OJT を実施する」に関し、ESSAP 負担事項であ
る流量計測ピットの建設や資機材調達は遅れている。 

 この問題は、世界銀行の関連プロジェクトによって供与される予定であった資機材
が、同プロジェクトの進捗が遅れているため発生したものである。現総裁はその解決
策として、ESSAP が独自に調達することを進めているが、資材機材の調達は今月末の
納期を予定しており、約 10 ヶ月の遅延をもたらしている。 

 その他の投入項目については計画どおり実施されており、プロジェクト目標の達成
に貢献している。 

 

(4) インパクト 

 本プロジェクトのインパクトに関しては、2012 年以降の活動が計画どおり実施されれば、
高くなると予想される。また、世界銀行の資金によって計画されている上水道整備事業で
は、アスンシオン首都圏の配管網の約 2%を対象とした更新工事がアスンシオン市の中央部
で予定されており、本プロジェクトで習得された技術の応用を本地区で行うことが検討さ
れている。 

1) 配水量及び水圧の適切管理 

 無収水部の水理解析担当者の技術力は十分なレベルにあり、本プロジェクトのモデ
ル地区で配水量及び水圧の測定体制が整い、測定結果に基づいて技術的に妥当な改善
計画を立案できれば、可能性が高くなる。 

 

2) 水道契約者数の増加 

 本プロジェクト終了後に無収水削減が達成できれば、ESSAP の収支が改善されるこ
とに伴い施設拡張のための投資力が増すと推測する。同施設拡張より水道網も拡張さ
れ新規の水道契約者が増加すると見込まれる。 
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3) 顧客満足度の改善 

 水道メータの設置による正確な水道料金の徴収、水圧の適正化が実現されることに
よって、顧客満足度が改善する可能性は高い。 

 

4) 裨益者への経済的影響 

 ESSAP は納税者であるため、同収益増による納税増より、国庫への経済効果を寄与
することとなる。 

 

5) その他正負の間接的効果 

 無収水削減により水資源の有効利用に寄与する。 

 

(5) 自立発展性 

 ESSAP の財務的及び技術的な要素では持続性が高いため、無収水部の組織再編が実施さ
れ、その状況が維持されれば、本プロジェクトによって習得される技術の自立発展性は高
いといえる。政策・制度面の持続性、応用技術の適用性、ESSAP の財務状況には問題なく、
今後プロジェクトチームの任命及びESSAPの組織再編によって本プロジェクト成果の自立
発展性は高くなると予想される。 

1) 協力終了後の政策・制度面の持続性 

 DAPSAN は上下水道事業における長期投資計画の作成を進めており、更に ERSSAN
及び UMEP は ESSAP のサービス効率化を目指しており、協力終了後の政策・制度面の
持続可能性は高いといえる。 

 

2) 実施機関の体制 

 ESSAP の組織体制については総裁の意思決定に誘導される仕組みとなっており、こ
れまでの実績として、政権交代等によって総裁が 2 回も代わっており、来年予定され
ている大統領選挙・交代後には再び交代されることが懸念されている。また、既述の
とおり、無収水削減に係る活動を実施するためには ESSAP 本部の無収水部の漏水探知
チームの編成が急務である。 

 ESSAPは部署レベルの SWOT分析に基づいた 2011-2015年戦略計画を策定しており、
主に世界銀行の PMSAS プロジェクト資金による ESSAP の 2011-2015 の投資計画が掲
げられている。無収水部の項目では、本プロジェクトによって習得される技術の応用
による将来展望が課題として掲げられており、これを実践することにより、本プロジ
ェクト成果の自立発展性へ寄与するものと考えられる。 

 世界銀行の支援より、ESSAP では下水道セクターのマスタープランが策定され、ア
スンシオン首都圏の生活排水集水網及び簡易処理による放流システムを優先施設とし
て挙げられ、PMSAS プロジェクトによって建設が進められる予定である。一方、上水
道セクターでは、組織の体制が不十分であるため、配管更新の将来計画、サービスエ
リアの拡張計画等を考察する当該マスタープランの策定ができない状況である。本プ
ロジェクト成果の ESSAP 内部の組織的展開のためには、ベースなるマスタープランの
ような計画性を必要とするものであるため、ESSAP 上水道セクターに関しても中長期
的な計画が必要である。 

 

3) 実施機関の技術 

 本プロジェクトの技術移転は、適切な配管施工法、無収水削減方法、配水管網にお
ける流量と水圧の関係、水道メータ調査、配水管網マニュアルの作成等に係る技術が
習得され、ESSAP 独自で応用可能なように実施されており、地方支部への技術普及の
可能性も高い。 
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4) 実施機関の財務状況 

 ESSAP の財務状況は 2009 年以降健全である。この状況が維持できれば、自立発展性
へ寄与するものとなる。 

 

３−３ 効果発現に貢献した要因 

・ 技術移転の内容を事前に検討した上、研修計画を C/P とともに企画し、計画どおりに実施し
ている状況 

・ ESSAP 内部の兼務体制により、技術移転の対象者を維持した状況 

・ 移転された技術を日々の業務で適用している状況 

 

３−４ 問題点及び問題を惹起した要因 

・ 無収水部の組織変更より、一部モデル地区で予定されている活動の対象者が任命されていな
い状況 

・ 世界銀行の PMSAS プロジェクトから負担が予定されていた資材及び工事費が、同プロジェ
クトの遅れにより実施されていない状況 

 

３−５ 結論 

 技術移転に関しては計画どおり進んでいるものの、習得された技術の応用面では、漏水探知
作業に関し、実務を行うスタッフが ESSAP に任命されていないため、部署内のスタッフの兼務
作業によって進められている。本プロジェクトの円滑な活動及び持続発展性のために、無収水
管理及び水圧管理チームの任命を含む ESSAP 組織の再編を必要としている。 

 ESSAP 負担の一部資材の調達遅れ及びこれら資材の遅れによって進められていない工事は、
本プロジェクトのモデル地区での OJT 活動を遅らせているが、今月末には同資材が納入され次
第に当該工事が行われる予定であるため、プロジェクト活動が容易に行える状況であることが
確認された。 

 

３−６ 提言 

 モデル地区での OJT を円滑に実施するために、早期に ESSAP 無収水部フィジカルロス課に漏
水探査チームを設置し、漏水計測ユニット、水圧管理及び配水網分析班の計測技師を任命する。

 現在納期が遅れているモデル地区への資材の調達及び関連工事の実施を早期に行い、モデル
地区での OJT を円滑に実施できるようにする。 

 本プロジェクトの活動 4.2「ESSAP 本部から支局への技術移転に必要な体制を構築する」では、
ESSAP の 4 地方支局（コロネル・オビエド、ピラール、コンセプション、及びエンカルナシオ
ン）を対象に技術移転活動を計画されているが、そのうち、ピラール及びコンセプションでは
上水道分野における無償資金協力が進行しているため、これら地域での配水網管理における技
術移転は、同上水道システムの適正管理に寄与するものであると考えられるため、その徹底は
重要な課題である。 

 本プロジェクト終了後には、上水道セクターのマスタープランのような中長期的計画を策定
し、本プロジェクトによって習得される配水網管理技術が計画的に応用され、無収水削減や水
圧の適切調整を実践して行くことを推奨する。 

 

３−７ 教訓 

 本プロジェクト実施中に、モデル地区での活動の一部を担うことが期待されていた現場施工
班が解散されたため、OJT 活動への影響を及ぼしている。このような状況は早期に解決し、再発
防止に努める必要がある。 

 モデル地区での OJT を行うために必要としていた資材の調達及び工事費を別プロジェクトに
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よって実施することを予定していたが、同プロジェクトの開始が遅れたため、ESSAP 独自の負
担で提供されることになった。ただし、その決定までに約 7 ヶ月遅れ、当該活動に関し計画上
約 10 ヶ月の遅れを伴っている。このような前提条件が満たされない状況が確認された場合には、
早期に解決しプロジェクト成果への影響を軽減するように努める必要がある。 

 

 

 

 


